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環境の保全を推進する協定協議会

廃棄物・リサイクル
覚えておきたい環境法令

豊田市では、事業者と共働して持続可能な社会の構築に取り
組むため、豊田市の環境を守り育てる条例第44条に基づき
「環境の保全を推進する協定」を市内の事業者と締結しており、
平成29年度末現在、34社と締結しています。

この協定を締結した事業者により「環境の保全を推進する協
定協議会」が平成22年1月21日に発足し、協定事業者間の
情報交換や、市内の事業者全体の環境への取り組みの向上、
環境関連技術の底上げを目的とした活動を行っています。

この資料は、「環境の保全を推進する協定協議会」が、上記の
目的で市内の中小企業を対象として、廃棄物・リサイクル分野
に関して環境に対する取り組みや環境法令の概要に関する事
項について作成した環境教材です。
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所在地

電  話 0565-34-6628
FAX 0565-34-6684
E-mail k_hozen@city.toyota.aichi.jp

〒471-8501 豊田市西町3丁目60

環境の保全を推進する協定協議会
事務局 ： 豊田市 環境部 環境保全課
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排出事業者の責務の概略

●排出前・・・廃棄物の適正な保管
●排出時・・・産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付
●排出後・・・マニフェストにより処理状況確認および5年間保存
　●特別管理産業廃棄物発生事業場の設置届出
　●特別管理産業廃棄物管理責任者の設置
●年度ごとの行政報告

●委託契約締結前の能力確認
●委託契約締結
●委託後の適正処理状況の確認

排出事業者が

にすべきこと
収集運搬業者

●委託契約締結前の能力確認
●委託契約締結
●委託後の適正処理状況の確認

排出事業者が

にすべきこと
処分業者

（ ）

排出事業者

注意事項
事業活動から出るすべてのごみは事業系ごみです。店舗、事務所、飲食店などから出る事業系の一般廃棄物は地域
にあるごみステーションやリサイクルステーションには出せません。（詳細はP7～8をご参照ください。）
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排出事業者は、排出した廃棄物を自らの責任において適正に処理しなくてはなりません。

廃棄物・リサイクル
覚えておきたい環境法令
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環境法令違反のリスクと違反事例
廃棄物は各法律や条例に基づき適正に処分しなければ、地域環境を悪化させるだけでなく事業者の不利益にもつながり
ます。

●法令違反の事例

環境関係の法令に違反した場合、工場での生産ができなくなるおそれがあります。
生産活動を継続するためには、異常の早期発見・未然防止が大切です。

●「環境法令を守ること」＝「企業を守ること」
（１）委託基準違反に関係する事例

実施したこと 刑罰（処分） 確認ページ

確認ページ

工事で発生した産業廃棄物を積み込み積み下し場所である都道府
県又は政令指定都市の許可を持たない業者に運ばせた

５年以下の懲役若しくは１０００万円以下の罰金
又はこれの併科

産業廃棄物収集運搬の許可を持つ業者に対し、委託契約書を作成
することなく、産業廃棄物の収集・運搬を委託した

３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金
又はこれの併科

産業廃棄物収集運搬の許可を持つ業者に委託したものの、契約終
了日から５年間、委託契約書を保存していなかった

３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金
又はこれの併科

３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金
又はこれの併科

産業廃棄物収集運搬委託契約時に産業廃棄物の発生地・処分地の
許可を確認せず委託契約書を締結した

３年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金
又はこれの併科

委託契約書を締結しないまま産業廃棄物の処理を委託し、事後に契
約書を交わした

※許可がない場合
委託先処理業者選択基準違反（５年以下の懲役若しくは
１０００万円以下の罰金又はこれの併科）

実施したこと 刑罰（処分）

項目 指摘内容 指導事項

（2）管理票（マニフェスト）違反に関係する事例

産業廃棄物収集運搬の許可を持つ業者に対し、産業廃棄物を引き
渡す都度、マニフェストを交付しなかった

産業廃棄物収集運搬の許可を持つ業者に対し、法令で定める規
定の記載をしないで、マニフェストを交付した

（３）豊田市廃棄物対策課が市内の排出事業場を訪問啓発した際に、指摘が多かった事例

すべて一般廃棄物として処理処理方法

委託契約書

産業廃棄物
管理票

（マニフェスト）

契約書未作成あるいは契約書の保管が不適切

交付状況報告書の未提出

マニフェストの未交付・未提出

マニフェストを交付しているが不備がある

保管施設

　●交付が業者任せになっている

　●記入不要欄に斜線が引いていない

　●マニフェスト右下の確認欄
　　（返送日チェック・署名）の不記載

●必ず書面で契約を締結すること
●契約書を適切に保管すること

　●未整理（保管されていない、捨ててしまっている）

保管基準の遵守（保管場所の掲示板未設置など）

一般廃棄物と産業廃棄物に分けて適正処理すること

様式・記入見本を渡し、提出すること

廃棄物を処理する際はマニフェストを交付すること

適切に管理するため、交付の際は内容を確認すること

斜線を引くのが望ましい

返送日を確認し、適切に管理すること

整理をして１年間分ずつまとめて保管すること

保管基準を遵守し、掲示板を設置すること

「法令違反」や「市長へ報告書届出要」に該当する項目があります。  いずれも排出事業者の責任となります。

環境法令違反

生産停止

警察などが違反を発見
監督官庁から告発

捜査・送検
検察による起訴

行政による社名公表
マスコミ報道

法令当該設備の
使用停止命令

行為者および法人に対して
懲役・罰金刑など

企業
イメージダウン
消費者の不信感
融資の打ち切り
株価・企業価値の下落
取引停止

信用失墜

法人 ： 3億円以下の罰金刑
個人 ： 1千万円以下の罰金刑
不法投棄現場の現状復帰が必要

経営者
株主から提起→莫大な損害賠償

業績悪化

P15

P18

P19

P08

P16

P16

P17

P15

下図は、平成26年度に豊田市廃棄物対策課が市内の事業所を訪問指導した際に聞き取りした結果です。
（市内に存在する約12,000事業所のうち、727事業所に対して実施）

●豊田市内事業所の廃棄物処理の状況

排出事業者責任が基本の法体系であるため、「ルールの理解」と「委託先の選定」は最重要項目です！

排出事業者責任の理解 処理委託した産業廃棄物の処理方法や流れの把握

理解している

理解していない

12％

88％

把握している

把握していない

10％

90％

排出事業者責任は、委託した産業
廃棄物が適正に最終処分される
まで消えません。
処理を委託した廃棄物の処理方法
や処理状況を、処分が完了するま
で自ら管理することが必要です。

一番厳しい罰則が適用される違
反を犯す可能性大。
排出事業者責任を理解せず、「産
廃業者又は第三者にすべて任せ
ている」という認識は危険です！

排出事業者責任を
理解していない ８８％ 処理方法や流れを

把握していない 90％

確認ページ

P15

P18

P21

P13

P18

P19

～

６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金

６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金
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産業廃棄物処理の手順

1

委託先を選定する際は県知事や市長の許可があるか、委託する産業廃棄物がその許
可された事業範囲に含まれているかを確認してください。　　　P15
許可業者は（一社）愛知県産業廃棄物協会や愛知県、豊田市のホームページで検索
することができます。
（http://www2.city.toyota.aichi.jp/haitai-sozai/index.html）

廃棄物の発生

廃棄物の区分を分かりやすくまとめました。　　　P07

2 種類の確認

産業廃棄物および特別管理産業廃棄物に該当する種類（品目）を確認してください。
●産業廃棄物　　　P09
●特別管理産業廃棄物　　　P11

3 特別管理産業廃棄物発生事業場の設置届出書の提出、および
特別管理産業廃棄物管理責任者の設置

特別管理産業廃棄物を発生する事業場は、発生事業場設置届出書の提出および
管理責任者の設置が必要です。　　　P11～12

4 適正な保管

産業廃棄物を処理するまでの間、政令で定める保管基準に従い、
生活環境の保全上支障のないように保管してください。　　　P13

5 収集運搬業者および処分業者の選定

6 収集運搬業者および処分業者の委託契約締結前の確認

委託先の業者が廃棄物を適正に処理する能力を備えているか確認してください。　
　　P16
また、確認チェックシートに記録し、5年間保存してください。　　　P20

委託契約は書面により行います。収集運搬や処分に係る基準を含み、許可証の写しな
どが添付されていなければなりません。契約は収集運搬と処分の両方を同一人に委
託する場合を除き、運搬と処分を区分して締結してください。　　　P16

7 収集運搬業者および処分業者と委託契約締結

マニフェストは産業廃棄物の種類ごと、運搬先ごとに交付し、マニフェストに記載され
た種類、数量、受託者の氏名などが相違ないことを確認してください。　　　P18

8 廃棄物の引き渡しおよびマニフェストの交付

マニフェストのＡ票および処理業者から送付されたＢ２、Ｄ、Ｅ票により処理状況を確認
してください。マニフェストは5年間保存してください。　　　Ｐ18

9 マニフェストにより処理状況確認および5年間保存

委託契約締結前確認と同様に委託後も廃棄物が適正に処理されているか確認し、記
録をしてください。　　　P20

10 収集運搬業者および処分業者の委託後の確認

委託契約書および添付書面は、その契約の終了の日から5年間保存してください。

11 委託契約書を5年間保存

マニフェストの交付状況を毎年報告してください。　　　P21

12 年度ごとの報告や届出

関連する環境法令との位置付け　　　P22
廃棄物発生量と処理費用の削減　　　P23
用語集、相談窓口　　　P25

13 その他

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例
豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する規則

法
令
規
条例
規則

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・

凡
例

根拠法令

法第12条第2項

根拠法令

条例第12条第1項
法第12条の2第8項
および第9項

根拠法令

令第6条の2第1号
および第2号

根拠法令

条例第11条第1項
規則第5条第2項

根拠法令

令第6条の2第4号の
条項
規第8条の4

根拠法令

法第12条の3および
規第8条の20

根拠法令

法第12条の3第6項

根拠法令

条例第11条第2項

根拠法令

令第6条の2第5号

根拠法令

規第8条の27ほか
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廃棄物の区分と種類

●廃棄物とは？

「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物または不要物で
あって、固形状または液状のもの（放射性物質およびこれによって汚染されたものを除く）です。

●事業活動に伴って生じた廃棄物の処理方法

事業活動に伴って生じた廃棄物は、地域にあるごみステーションおよびリサイクルステーションには出せません。
以下の方法で処理をしてください。ただし、渡刈町リサイクルステーションのみ事業系古紙類の回収を行っています。

※事業者とは、規模の大小、営利を目的として営むものに限らず、公共公益事業なども含めたあらゆる事業活動を営むものです。
（例）商店・コンビニ、飲食店・ファーストフード店、工場、事務所、ホテル・旅館、病院、薬局、美容院・理容店、大工、農家、不動産会社、福祉施設、学校、官公署など。

廃棄物 事業活動に伴って
生じた廃棄物

事業活動に伴って生じた廃棄物で、
法令で定める２０種類 ※Ｐ09～10参照

産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性のあるものなど

※Ｐ11参照

事業者に処理責任があります。
事業者自らで基準に従って処理するか、
許可業者に委託して処理してください。

①一般廃棄物処理施設へ自己搬入　
　事業者自らが市の処理施設に持ち込む。

②運搬と処分を許可業者に委託
　豊田市の許可を受けた一般廃棄物収集運搬業者に運搬を委託し、
　市の処理施設および一般廃棄物処分業者で処分する。

市内にある古紙回収問屋などへ
福田三商（株）豊田営業所　TEL : 0565-24-8322
（株）マルチョーリサイクル　TEL : 0565-32-2885
まる藤商会（有）　TEL : 0565-51-0052

　●生ごみ・リサイクルできない紙類

　●リサイクルできる紙類

　●刈草・剪定枝 緑のリサイクルセンター　TEL : 0565-43-2080

渡刈クリーンセンター　TEL : 0565-28-2000
藤岡プラント　TEL : 0565-76-2027

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

「産業廃棄物」「資源」「事業系一般廃棄物」の分別を徹底し、適正に処理することが重要です！

特別管理産業廃棄物

産業廃棄物

産業廃棄物以外のもの
特定の業種以外からの紙くず、木くずなど
（飲食店からの生ごみを含む）

事業者に処理責任があります。
事業者自らで基準に従って処理するか、
許可業者に委託して処理してください。

事業系一般廃棄物

産業廃棄物ではない
一般家庭から出てきた「ごみ」

市町村の事務として処理しています。

一般廃棄物

産業廃棄物

①産業廃棄物処分場へ自己搬入
　事業者自らが許可を受けた産業廃棄物処分場に持ち込む。

※いずれの方法で処理する場合でも、委託契約書の作成および産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付が必要です。

②運搬と処分を許可業者に委託
　許可を受けた産業廃棄物収集運搬業者に運搬を、産業廃棄物処分業者に処分を委託する。

許可業者やマニフェストについては、下記にお問い合わせください。
（一社）愛知県 産業廃棄物協会
名古屋市中区金山2-10-9第8フクマルビル5階　TEL : 052-332-0346

愛知県または豊田市のホームページにも許可業者の一覧を掲載しています。

事業系一般廃棄物

市の処理施設や一般廃棄物収集運搬業者については、下記にお問い合わせください。
ごみ減量推進課　TEL : 0565-71-3001

家庭から生じた
廃棄物

事業者の活動によって発生したＰ09～11の表に掲げる廃棄物は産業廃棄物です。
市の処分場では処理をしませんので、事業者の責任で許可のある業者に委託して処分してください。

point
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●産業廃棄物に該当する２０種類

（2）特定の業種（事業活動）から排出される場合に産業廃棄物となるもの
　  特定の業種以外の業種から排出されるときは、事業系一般廃棄物となります。　　　P08

（3）その他

種類 主な具体例

石炭殻、焼却炉の残灰、炉掃除排出物、その他の焼却残さ

天然ゴムくずなど

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築または除去に伴って
生じたものを除く）、耐火レンガくず（工作物でないもの）、陶磁器くず
（器、石綿を含む石膏ボードなど）、空き瓶

大気汚染防止法に規定するばい煙発生施設、ダイオキシン類対策特別
措置法に規定する特定施設、または産業廃棄物の焼却施設などで発生
するばいじんであって、集じん施設で集められたもの

工作物の新築、改築または除去に伴って生じたコンクリートの破片、レン
ガの破片、アスファルトの破片、瓦くず、その他これに類する不要物

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

ガラスくず、コンクリートくず（工作物
の新築、改築または除去に伴って生じ
たものを除く）および陶磁器くず

廃アルカリ

廃プラスチック類

ゴムくず

金属くず

鉱さい

がれき類

ダスト類

ボールペンの軸、弁当などのトレー容器、ポリ袋、発泡スチロール、合
成樹脂、合成繊維、合成ゴム（廃タイヤ含む）などすべてのプラスチック
製品

写真現像廃液、廃ソーダ液、金属せっけん液などすべてのアルカリ性
廃液

鋳物廃砂、電気炉などの溶解炉かす、キューポラのノロ、不良石炭、粉炭
かす

飲料用缶などの空き缶、事務いす、スチールラック、電化製品などの金
属製品、鉄くず、非鉄金属くず、切削くず、溶接かす

写真定着廃液、廃硫酸、廃塩酸、廃ホルマリンなどのすべての酸性廃液

潤滑油、絶縁油、切削油、鉱物性油、動植物性油などの油類、タール
ピッチ

排水処理汚泥、下水汚泥、製造工程から出る汚泥物、メッキ汚泥、研磨
かす

酸

アルカリ

（1）すべての業種で産業廃棄物となるもの

種類 主な具体例業種

牛、馬、豚、ニワトリ、ヤギ、羊などのふん尿

牛、馬、豚、ニワトリ、ヤギ、羊などの死体

すべての紙くず

建設業

建設業

建設業

と畜場、食鳥処理場

畜産農業

すべての業種

工作物の新築、改築または除去に伴って出る紙くず

木材片、おがくずなどすべての木くず

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

家畜のふん尿

家畜の死体

原料として使用した動物や植物に係る固形状の
不要物（あめかす、のりかす、醸造かす、発酵か
す、魚・獣のあらなど）

と殺・解体した獣畜、食鳥処理をした食鳥に係る
固形状不要物

パルプ製造業、紙加工品製造業、
印刷出版業、製本業、印刷物加工
業など

木材製造業、木製品製造業、家具
製造業、パルプ製造業、輸入木材
卸売業、物品賃貸業

食料品製造業、医薬品製造業、香
料製造業

工作物の新築、改築または除去に伴って出る木くず

工作物の新築、改築または除去に伴って出る繊維くず

貨物の流通のために使用した木製パレット

繊維工業（繊維製品製造業を除く） 木綿くず、羊毛くずなどの天然繊維くず

種類 主な具体例

13号廃棄物 上記の産業廃棄物を処分するために処理したもので、それらの産業廃
棄物に該当しないもの（有害汚泥のコンクリート固形化物など）
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●特別管理産業廃棄物の種類

種類 主な具体例

建築物その他の工作物から除去した飛散性の吹き付け石綿、石綿含有保温材およびその除去
工事から排出されるプラスチックシートなどで石綿の付着しているおそれのあるもの、大気汚染
防止法の特定粉じん発生施設を有する事業場の集じん施設で集められた飛散性の石綿など

廃水銀等および廃水銀等を処分するために処理したもの

政令別表で定める施設(大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、水質汚濁防止法
等の施設）などから発生し、カドミウム、シアン、有機燐、鉛、６価クロム、砒素、水銀、ＰＣＢ、ト
リクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、１,２-ジクロロエタン、１,
１-ジクロロエチレン、シス-１,２-ジクロロエチレン、１,１,１-トリクロロエタン、１,１,２-トリクロロエ
タン、１,３-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、１,４-ジオ
キサン、ダイオキシン類などの有害物質を含んでおり、その溶出試験または成分試験の数値
が判定基準を超えるもの

引火性廃油

腐食性廃酸

腐食性廃アルカリ

感染性産業廃棄物

特定有害廃ＰＣＢ等

特定有害ＰＣＢ汚染物

特定有害ＰＣＢ処理物

特定有害廃石綿等

特定有害廃水銀等

特定有害指定下水汚泥
特定有害鉱さい
特定有害ダスト類
特定有害燃え殻

特定有害廃酸
特定有害廃アルカリ

特定有害廃油
特定有害汚泥

紙くずのうちＰＣＢが塗布され、または染み込んだもの、汚泥・木くずまたは繊維くずのうち
ＰＣＢが染み込んだもの、廃プラスチック類または金属くずのうちＰＣＢが付着し、または封入
されたもの、陶磁器くずまたはがれき類のうちＰＣＢが付着したもの

廃ＰＣＢおよびＰＣＢ汚染物を処分するために処理したもの（省令で定める基準に適合しないも
のに限る）

水素イオン濃度指数（ｐＨ）が１２．５以上の廃アルカリ

医療関係機関などから排出される、血液、使用済みの注射針などの、感染性病原体を含むま
たはそのおそれのある産業廃棄物

水素イオン濃度指数（ｐＨ）が２．０以下の廃酸

産業廃棄物である揮発油類、灯油類、軽油類（引火点が７０℃未満の廃油）

●業種別産業廃棄物

産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性など人の健康または生活環境に影響を及ぼすおそれのあるものは、特別管理産業
廃棄物として別に定められています。
特別管理産業廃棄物は、排出されてから処理されるまでの間、常に注意して取り扱う必要があります。排出事業者は、事業
場ごとに特別管理産業廃棄物管理責任者の選任など、通常の産業廃棄物に比べ特別な管理および処理方法が義務付けら
れています。

業種ごとに発生する可能性の高い産業廃棄物を示しています。
廃棄物の種類を把握するための参考としてください。

廃ＰＣＢおよびＰＣＢを含む廃油

特
定
有
害
産
業
廃
棄
物

特別管理産業廃棄物を発生する事業場を設置した場合、または届出内容に変更があった場合は、30日以内に豊田
市長に届け出てください。また、事業場を廃止した場合には速やかに届け出てください。（条例第１２条）

特別管理産業廃棄物の発生事業場の設置届出

特別管理産業廃棄物を発生する事業場を設置している事業者は、特別管理産業廃棄物の処理に関する業務を適切
に行うため、事業場ごとに特別管理産業廃棄物管理責任者を設置しなければなりません。この特別管理産業廃棄物
管理責任者は、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターが実施する特別管理産業廃棄物管理責任者講習会を修了
した者などの資格が必要です。（法第１２条の２第８項、第９項）

特別管理産業廃棄物管理責任者の設置

平成32年（2020年）４月から、特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物等を除く。）を年間50トン以上排出
する事業場を設置している事業者は、電気通信回線の故障等の一部の場合を除き、その特別管理産業廃棄物の処
理を他人に委託する場合、電子マニフェストを使用することが義務付けられました。

電子マニフェストの義務化

金属

化学

食品製造業

機械

電気・電子機器

印刷

建設業

パルプ製造業

製紙業

紙加工品製造業

製糸業

木製品製造業

サービス業

公共、医療

ビル、事務所

燃
え
殻

産業廃棄物 特定業種からの
産業廃棄物

汚
泥

廃
油

廃
酸

廃
ア
ル
カ
リ

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

ゴ
ム
く
ず

金
属
く
ず

ガ
ラ
ス
く
ず

コ
ン
ク
リ
ー
ト
く
ず

陶
磁
器
く
ず

鉱
さ
い

が
れ
き
類

ダ
ス
ト
類

紙
く
ず（
包
装
材
、壁
紙
、パ
ル
プ
な
ど
）

木
く
ず（
木
製
パ
レ
ッ
ト
）

繊
維
く
ず

動
植
物
性
残
さ
な
ど

製
造
業

非
製
造
業

特別管理産業廃棄物を発生する事業場の義務

木
く
ず（
木
材
片
、お
が
く
ず
な
ど
）

※空欄の産業廃棄物でも発生する可能性があります。
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産業廃棄物保管基準（規第8条）

●保管場所の例

●廃棄物分別ガイドの例

廃棄物の保管

発生した廃棄物は処理するまで、事業場で適正に保管する必要があります。
保管場所には、屋根、壁、扉、床（コンクリートなど）、排水溝を設置して、飛散、流出、浸透、
雨水の混入を防止することが望ましい。廃油は放火や流出防止のため、屋内の保管が望
ましい。

廃油や腐敗しやすい動植物性残さなどは、蓋付の容器に入れ、高温は避ける。

建物

容器

従業員が分別方法や置場所がすぐ分かるように、名称や容器、表示方法（写真を付けるな
ど）を工夫する。

分別方法や置き場所の掲示

秤を設置し、現状把握や目標管理の指標として、廃棄物種類ごと、職場ごとに計量・集計
する仕組みをつくることが望ましい。

計量機器の設置

次に掲げる要件を満たす保管場所

飛散、流出、地下浸透、悪臭の予防のため、次に掲げる措置を講ずること

ねずみ、蚊、はえ、その他の害虫の発生を防止すること

　●排水溝の設置や底面を不浸透性の材料で覆うことなど必要な措置をすること
　●屋外で容器を用いず保管する場合は、法定の積み上げ高さの上限を超えないこと

　●周囲に囲いを設置すること
　●法定要件を記載した掲示板※１を設置すること

縦および横それぞれ60ｃｍ以上

●産業廃棄物の保管場所であることの記載
●保管する産業廃棄物の種類
　（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物が
　 含まれる場合は、その旨を含む）
●保管場所の管理者の氏名または名称および連絡先
●保管の高さ（屋外で容器を用いずに保管する場合）

Ａ．大きさ

Ｂ．表示事項

※１産業廃棄物の保管場所の掲示板の要件

特別管理産業廃棄物保管基準（規第8条の13）

特別管理産業廃棄物の保管は仕切りを設けるなど、他の物が混入するおそれのないようにすること

　●廃酸、廃アルカリ
　　容器に入れ密封するなど、腐食を防止するために必要な措置

　●腐敗するおそれのあるもの
　　容器に入れ密封するなど、腐敗を防止するために必要な措置

　●ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物
　　腐食を防止するために必要な措置

　●廃石綿など
　　梱包するなど、廃石綿などの飛散を防止するために必要な措置

廃棄物の種類に応じ、次の措置を行うこと

と

産業廃棄物保管基準を守り、
できるだけ屋内や屋根のある
場所で保管しましょう。

　●廃油、ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物
　　容器に入れ密封するなど、揮発を防止するために必要な措置、
　　高温にさらされないために必要な措置

区分 区分名称 処分方法、処分後 注意事項主なもの

木くず
（処理費
10円程度／kg）

鉄くず（時価）

金属付き
プラスチック
（処理費
30円程度／kg）

ＴＰ箱
内材なし
（売却価格
15円程度／kg）
内材あり
（売却価格
1円程度／kg）

木箱 木パレット 破砕してチップ燃料へ

鉄製品鉄製ブラケット

金属付き製品

内材なしTP箱 内材ありTP箱

木くず

金属類

金属類

箱類

フレコン袋に入る大きさ（5cm
以下）まで切ってから廃棄

金属が簡単に取り外せるもの
に関しては「鉄」と「プラスチッ
ク」に分けて排出
プラスチック製品に限らず金
属の付いた物は「金属付きプ
ラ」へ廃棄

元々入っていた内材であれば
箱の中に入れて廃棄可能
他の箱の分の内材を入れて廃
棄しない

溶かして金属として再生

金属分は溶かして再
生、その他は焼却処分

手作業で分別、ペレット
状に破砕し、売却

（2）

（3）

（1）

（1）

（2）

掲示板の例

※この掲示板は市販されています。

産業廃棄物保管場所

廃棄物の種類

（積替及び処分の為の保管の場合）

（又は名称）

60cm以上

60cm以上

（屋外で容器を用いずに保管の場合）

数　　　　量

氏  名

連絡先
管理者

保 管 の 高 さ

廃プラスチック類、
金属くず
…

8㎥、1㎥、…

○○部 □□ △△

内線 ○○○

屋外で容器を用いずに
保管する場合のみ記載
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3.許可証の確認 4.実地確認 5.委託契約2.委託先の選定

処理委託先の選定と契約

産業廃棄物の処理を委託する際には、収集運搬業者および処分業者と書面で委託契約を結ぶ必要があります。

1.廃棄物の性状の確認

●契約までの流れ

2 委託先の選定（法第12条第5項）

3 許可証の確認（法第12条第5項、第6項）

契約前に、許可証で許可の有無や事業範囲を確認してください。

5 委託契約（法第12条第5項～第7項）

4 実地確認（条例第11条第1項、第2項）

排出事業者は処理を委託しようとするときに、委託先が該当する産業廃棄物を処理する能力を備えているか確認
しなくてはなりません（条例第11条第1項）。また、排出事業者は廃棄物の適正な処理を確保するため、処理状況を
定期的に確認しなければなりません（条例第11条第2項）。

（1）対象
●収集運搬業者の場合 ： 運搬車、運搬容器、積み替え、保管場所とその周囲
●中間処理業者の場合 ： 処理施設、保管施設とその周辺（排水路、搬入路など）
●最終処分業者の場合 ： 最終処分場およびその周辺（排水路、搬入路など）

（2）確認内容の記録と保存
●委託先の許可業者が委託する産業廃棄物を処理する能力を備えていることを確認し、
　その内容を記録して5年間保存する必要があります。

産業廃棄物収集運搬業許可証および
産業廃棄物処理業許可証の確認項目

●許可期限を過ぎていないか
●事業の区分は適切か
●委託しようとする産業廃棄物の
　種類が事業範囲に含まれているか

●許可を受けている区域は適切か
　（収集運搬業者）
●処理施設の種類および処理能力は十分か
　（処理業者）
●許可に条件が付けられていないか

委託契約と廃棄物の流れ
事業者が産業廃棄物の収集運搬または処分を委託する場合は、許可を有する産業廃棄物収集運搬業者または産業
廃棄物処分業者に委託しなければなりません。
排出した産業廃棄物または特別管理産業廃棄物の性状と処理業者の処理方法を照らし合わせ、適切な処理業者
を選びましょう（WDSの提示）。

業の認可および
許可有効期限
の確認

委託する産業廃棄物が
業者の許可内容に
含まれているか

運搬は、積み込む場所と
積み降ろす場所の許可を確認。
積み替え保管を行う場合は、

その確認

委託先が
優良認定業者の場合、
実地での確認が免除され、
公表情報の確認で
代用できます

書面による契約

排出事業者

収集運搬業者 処分業者

廃棄物の流れ

委託契約は書面で行います（令第6条の2第4号、規第8条の4の2）。また、収集運搬業者と処分業者とそれぞれで契
約する必要があります。

（1）確認項目
下記事項が書面に記載されているか確認する。
①共通記載事項
　●委託する産業廃棄物(特別管理産業廃棄物）の種類、
　　数および単価
　●委託契約の有効期間
　●受託者の許可上の事業範囲
　●委託者の廃棄物の性状、
　　荷姿など適正な処理に必要な情報
　●委託契約の有効期間中に情報の
　　変更があった場合の伝達方法に関する事項
　●委託業務終了時の受託者の委託者への
　　報告に関する事項
　●委託契約を解除した場合の未処理産業廃棄物の
　　取り扱いに関する事項

優
良

1 廃棄物の性状の確認

廃棄物の処理を委託する前に、廃棄物の性状（性質と状態。状態とは液体、ゲル、粉末など）を明らかにする必要
があります。必要に応じて溶出検査を行うなど性状を明らかにしましょう（廃棄物データシート（WDS）の作成）。

排出する産業廃棄物に対して、適正な処理方法を行える委託先を選定します。
新規契約で検討している場合は、「優良認定業者」を優先するとよいでしょう。
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産業廃棄物管理票（マニフェスト）の管理手順

1.マニフェストの交付と管理 2.マニフェストの実績報告

●マニフェストの手順

処理業者が持ってきた委託契約書に不備があり、必要事項が載っていなかった！
　　　平成18年度に法改正があり、委託契約書の記載事項が追加されています。
　　　廃棄物処理の委託契約を自動更新している事業者は特に注意してください。

最終処分場が複数あったが、契約書に載っていなかった！
　　　すべての最終処分場を委託契約書に記載する必要があります。
　　　●マニフェストに記入されている最終処分場と委託契約書に記載の最終処分場に相違がないか確認する
　　　●実地確認時に最終処分場の変更がないか聞き取りする

豊田市内事業場で起きたヒヤリ事例

●委託時

注意事項

契約した廃棄物と実際に委託した廃棄物の種類が異なる場合、委託基準違反として罰則が適用されます。

●委託契約時
委託契約書の不備として特に下記の事項の不足が多く挙げられます。
　●委託者の廃棄物の性状、荷姿など適正な処理に必要な情報
　●委託契約の有効期間中に情報の変更があった場合の伝達方法に関する事項
委託契約書への記載事項で法令上定められた項目が1つでも不足していれば、委託基準違反となり排出事業
者責任として厳しい罰則が適用されます。
産業廃棄物処理業者任せにすることなく、排出事業者自身の責任において定期的に確認をしましょう！

1 マニフェストの交付と管理

排出事業者は産業廃棄物の処理を委託する際に、引き渡しと同時にマニフェストを交付し、その控えと写しを保管し
なければなりません。

（１）マニフェストの交付
●産業廃棄物の種類および数量、運搬または処分を受託した者の氏名・名称を記載すること
●産業廃棄物の種類ごとに交付すること
●引き渡しする産業廃棄物の運搬先が２以上である場合、運搬先ごとに交付すること

各票の役割 : Ａ票は排出事業者の控え伝票、Ｂ票は収集運搬に関わる伝票、Ｃ票・Ｄ票は処分に関わる伝票、Ｅ票は最終処分に関わる伝票

（２）マニフェスト保管期間
排出事業者は産業廃棄物の運搬または処分の委託時に交付したマニフェストの控えと、収集運搬業者および処
分業者から送付されたマニフェストの写しを交付した日から5年間保存しなければなりません。（規第8条の26）

産業廃棄物管理票（以下、マニフェスト）は排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、産業廃棄物の名称、数量、運搬
業者名、処分業者などを記入し、産業廃棄物の流れを把握・管理する制度です。

①マニフェストと産業廃棄物の流れ

point

②マニフェストの写しの回収期限

特別管理産業廃棄物産業廃棄物

90日 60日

90日 60日

180日 180日

Ｂ2票

Ｄ票

Ｅ票

●マニフェストＥ票が戻ってきた時
　①Ａ票、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票の４枚が手元にあるか
　②Ｅ票と契約書に記載された最終処分場が同じか

一次マニフェスト 二次マニフェスト

排出事業者 収集・運搬業者 収集・運搬業者 最終処分業者中間処理業者

Ａ票

Ｂ1 Ｂ2

Ｃ1 Ｃ2

Ｄ Ｅ

Ｃ1 Ｃ2

Ｄ Ｅ

Ｂ1 Ｂ2

Ｃ1 Ｃ2

Ｄ Ｅ

Ｃ1 Ｃ2

Ｄ Ｅ

中間処理終了

最終処分終了報告

●マニフェストの写しの回収期限が迫っても送付が無い場合
　は、処理業者へ連絡して状況を確認しましょう。

写し
写し

写し

写し

写し

Ｃ2票

Ｂ1票

Ｃ2票Ｂ2票
収集運搬終了

Ｄ票

Ｅ票

Ａ票

Ｂ2票

Ｅ・Ｄ票

Ｂ1票

写し

写し

③マニフェストが期間内に送付されない場合
回収期限を過ぎた日から30日以内に、送付されない理由を調査および適切な措置を行い、豊田市長に対して
「措置内容等報告書（様式第四号）」を提出する。（規第8条の29）
④マニフェストの記載不備（記入漏れ、記載虚偽）があった場合
記入漏れ、虚偽記載があることを知った日から30日以内に理由を調査および適切な措置を行い、豊田市長に
対して「措置内容等報告書（様式第四号）」を提出する。（規第8条の29）

特別管理産業廃棄物の処理を委託する場合は委託者にあらかじめ特別管理産業廃棄物の種類、数量、性状、荷姿、
取り扱い上の注意事項を書面で通知する必要があります（令第6条の6第1号、規第8条の16第1号、第2号）。

●上記①～③の項目が漏れなく委託契約書に記載されていますか？

（2）保管期間
　 契約書および契約書に添付された書類を契約終了日から5年間保存する（令第6条の2第5号、規第8条の4の3）。

●委託契約書に契約した業者の許可証が添付されていますか？
　委託契約日の直近の許可証の添付が必要です。
●契約書が自動更新の場合などは、許可証の有効期限の確認を定期的に行いましょう。
　最新の許可証への差し替えが必要です。

②収集運搬業者記載事項
　●運搬の最終目的地の所在地
　●積み替えまたは保管場所の所在地、保管できる産業廃棄物の種類、
　　保管上限に関する事項
　●積み替えまたは保管の場所において、
　　他の産業廃棄物との混合許否に関する事項

③処分業者記載事項
　●処分の場所の所在地、処分方法および処分に係る施設の処理能力
　●中間処分を委託する場合、最終処分場の所在地、最終処分の方法および
　　最終処分に係る施設の処理能力

廃棄物の流れ

交付した
マニフェストの

流れ

マニフェストの
写しの流れ

Ｃ1票 Ｃ1票

point

point
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000-0000 0565-○○-○○○○

00 0 0

○○市○○町○○番地○○号 同左

4トン

建設混合廃棄物

破砕・選別

バラ

田中　○夫

凸凹建設（株）

○○環境運輸株式会社

株式会社　○○○

0565-△△-△△△△

0565-□□-□□□□

111-1111

222-2222

○○市△△町△△番地△△号

○○市□□町□□番地□□号

株式会社　○○○

0565-□□-□□□□222-2222
○○市□□町□□番地□□号

斜線部分は記入不要

処理委託先の実地確認

2 マニフェストの実績報告

※1　数量はできるだけ自ら計量して、重量で記載するようにしましょう。重量を把握していないと実際の処理量が分からず、
       処理料金を水増し請求されるおそれがあります。
※2　水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を備考・通信欄に記載すること。
※3　マニフェストの回収状況が分かる帳簿を作成して、ダブルチェックすることをお勧めします。

社内で管理しやすい
番号を決めて記入

委託する廃棄物の
種類に「レ」チェック

排出事業者は、委託先の運搬業者または処分業者が委託する産業廃棄物を処理する能力があるか、適正な処理を行ってい
るか確認しなければなりません。実際の処理状況を自ら確認し、委託先の適切性を判断するために、定期的に実地確認を
行ってください（条例第11条第2項）。
確認の時期 : 契約後一定期間ごと（目安 ： １回／年）

廃棄物を排出した事業場の名称・所在地を記入
（事業者と事業場が同じなら「同左」でもよい） A票～E票すべての欄に

担当者の捺印が必要

数量※1 荷姿

産業廃棄物の処分

備考・通信欄※2

「Ｂ2票」、「Ｄ票」、「Ｅ
票」が戻ったときに
「Ａ票」のこの欄に日
付を記入※3

最終処理の場所（委託契約
書に記載）。有価処分の場合
は記載不要

運搬担当者が廃棄物受取時に署名し
ます。署名・捺印を確認後、交付すること

排
出
者  

記
入
範
囲

マニフェスト記入例

排出者記入範囲は空欄がないように記入。該当しなければ「斜線」を引いてください。
産業廃棄物の種類や名称、処分方法は契約書・許可証と相違がないか確認してください。

実地確認は下図のチェックシート、写真撮影、担当者へのインタビューなどで確認をするのがよいでしょう。
撮影記録は義務付けられていませんが、後日、委託先状況を確認できるので撮影し記録しておくのが望ましいでしょう。
確認結果は記録し、５年間の保存の義務があります。

適正判断をするための点検項目の参考例
①処理施設の能力 ②許可有効期限 ③稼動状況の問題 ④過剰保管、過積載、双方の改善提案 ⑤場内および施設周辺の清掃状態 ⑥マニフェ
ストの保管、紛失防止管理 ⑦処分場周辺の悪臭、騒音、粉じん ⑧最終処分場の状況 ⑨大気・水質などの排出基準遵守状況 ⑩近隣とのトラブ
ル ⑪災害時や事故時に関する基準書 ⑫アルコールチェックの実施 ⑬社内教育の実施 ⑭前年度との変化点 ⑮官庁などからの指導歴　など

上表のチェックシート（例）と点検項目の参考例①～⑮を適宜追加してチェックシートを作成するとよいでしょう。

マニフェスト入手方法 ： （一社）愛知県 産業廃棄物協会で購入できます。　　　P26

電子マニフェストの利点

●産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出不要
●処理情報を即座に確認、把握可能
●紙マニフェストの保存が不要（保管場所が不要）
●報告確認期限の通知

●委託業者訪問報告書（確認リスト） ●カメラ ●契約書の写し ●許可証の写し 
●前回の委託業者訪問報告書 ●マニフェストの写し（直近複数部） ●処理フロー図

持っていくとよいもの

（1）処理施設立札（掲示板）

（2）保管場所立札（掲示板）

（4）油水分離槽

（5）設備稼働状況（破砕）

（6）防火設備状況

（3）保管場所（全景）

紙マニフェストを利用する排出事業者は、毎年6月
30日までに、その年の3月31日以前の1年間にお
いて交付したマニフェストの交付状況を「産業廃棄
物管理票交付等状況報告書（様式第三号）」に取り
まとめ豊田市長に報告する義務があります（規第8
条の27）。
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関連する環境法令との位置付け

環境関連法令のうち、廃棄物・リサイクルに関連するものとして「廃棄物処理法」、
「資源有効利用促進法」、「廃棄物の適正な処理の促進に関する条例」などがあります。

法令・条例 正式名称・概要

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 ： 廃棄物の排出抑制、再生利用、適正処理を進め生活環境の保全
及び公衆衛生の向上を図ることを目的とした法律。

資源の有効な利用の促進に関する法律 ： 循環型社会を形成していくために必要な３Rの取り組みを総合
的に推進するための法律。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の促進に関する特別措置法 ： PCB廃棄物の保管、処分等に必
要な規制等を行うとともに、処理に必要な体制を速やかに整備することを目的とした法律。

廃棄物の適正な処理に関する県、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、必要な規制をするこ
と等により廃棄物の適正な処理を促進し、県民の生活環境の保全に資することを目的とする県条例。豊
田市内では⑤の市条例が適用される。

産業廃棄物の不適正処理を未然に防止し、適正処理を促進することにより生活環境を保全することを目
的とした条例。

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 ： 消費者に分別排出、市町村に分別収集、
事業者に再商品化という３者の役割分担を定めて容器包装廃棄物の削減に取り組むことなどを規定
した法律。

特定家庭用機器再商品化法 ： エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、衣類乾燥機の収集・運搬・再資源化に
関し廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図ることを規定した法律。

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 ： デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電
子機器等の再資源化を促進し、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る法律。

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 ： 食品の製造・加工等を行う食品関連事業者に、食品廃
棄物の発生抑制と減量化を促し、食品循環資源の再生利用等を促進するために制定された法律。

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律： 建設資材廃棄物（コンクリート、木材、アスファルト）に
ついて分別解体及び再資源化を促進し、解体作業者の登録制度を実施することで、資源の有効な利用
及び廃棄物の適正な処理を図る法律。

使用済自動車の再資源化等に関する法律 ： 自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の引き
取り及び引き渡し並びに再資源化等を適正かつ円滑に実施するための措置を講ずることにより、使用済
自動車廃棄物の適正処理及び資源の有効利用を確保する法律。

① 廃棄物処理法

② 資源有効利用促進法

③ PCB特別措置法

④ （愛知県）廃棄物の適正な
　 処理の促進に関する条例

⑤ 豊田市産業廃棄物の
　 適正な処理の促進等
　 に関する条例

⑥ 容器包装リサイクル法

⑦ 家電リサイクル法

⑧ 小型家電リサイクル法

⑨ 食品リサイクル法

⑩ 建設リサイクル法

⑪ 自動車リサイクル法

水質汚濁防止法

土壌汚染対策法

悪臭防止法

騒音規制法

振動規制法

リサイクル関連法

① 廃棄物処理法

② 資源有効利用促進法

⑤ 豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例

③ PCB特別措置法

④ （愛知県）廃棄物の適正な処理の促進に関する条例

⑧ 小型家電リサイクル法

⑥ 容器包装リサイクル法

⑦ 家電リサイクル法

⑪ 自動車リサイクル法

⑨ 食品リサイクル法

⑩ 建設リサイクル法

大気汚染防止法

…

対象事業者は期限内に届出、報告書を提出する義務があります。

届出・提出物一覧

種類 届出・報告書 提出期限 問合せ先･提出先部数

特別管理産業廃棄物

PCB

多量排出事業者

産業廃棄物管理票

市外からの搬入

産業廃棄物管理票
交付等状況報告書

当該年度の
6月30日まで

2部

措置内容等報告書
発生日から
30日以内

2部

市外産業廃棄物搬
入届出書

搬入する
30日前まで

2部

市外産業廃棄物搬
入変更届出書 15日前まで 2部

市外産業廃棄物搬
入実績届出書

当該年度の
6月30日まで

2部

産業廃棄物処理計
画書

当該年度の
6月30日まで 2部

産業廃棄物処理計
画実施状況報告書

当該年度の
6月30日まで 2部

特別管理産業廃棄
物処理計画書

当該年度の
6月30日まで

2部

特別管理産業廃棄
物処理計画実施状
況報告書

当該年度の
6月30日まで

2部

特別管理産業廃棄
物発生事業場設置
届出書

設置した日
から30日以内

特別管理産業廃棄
物発生事業場変更
届出書

変更の日から
30日以内

2部

2部

ポリ塩化ビフェニル
廃棄物の保管および
処分状況等届出

当該年度の
6月30日まで 3部

対象事業者・概略

前年度に紙マニフェストを
交付した事業場

マニフェスト交付日から回
収期限を過ぎても写しが
送付されない場合

豊田市外から市内に搬入
する場合

豊田市外から市内に搬入
する届出をした後に変更
する場合

前年度に届け出た搬入数
量に対する実際の搬入数
量報告

産業廃棄物の発生量が前
年度1,000トン以上の場合

前年度に産業廃棄物処理
計画書を提出した事業場

特別管理産業廃棄物の発生量
が前年度50トン以上の場合

前年度に特別管理産業
廃棄物処理計画書を提出
した事業場

特別管理産業廃棄物が発
生（保管）する事業場を設
置したとき
※特別管理産業廃棄物管理責任
者（有資格者）を選任すること

特別管理産業廃棄物が発
生（保管）する事業場に係
る変更をしたとき

特別管理産業廃棄物が発
生（保管）する事業場を廃
止したとき

ＰＣＢ廃棄物保管事業者

特別管理産業廃棄
物発生事業場廃止
届出書

廃止した後、
速やかに行う

2部

豊田市
廃棄物対策課

※提出部数には事業者控（1部）を含みます。
書式・記入例は廃棄物対策課HPを参照してください。（http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/haikibutsu/index.html）
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廃棄物発生量と処理費用の削減

ごみ減量はメリットがたくさんあります。
リデュース

ごみを減らすための
3つの行動理念

（Reduce : 発生抑制）

ごみになるものを買わない
ごみとなるものを作らない
など事業活動を見直す

ごみ
3つ

リサイクル
（Recycle : 再生利用）

分別を徹底することで
再び資源となるものを
資源として再利用する

めの
念

リユース
（Reuse : 再使用）

繰り返し使う
大切に使う

どのように「ごみ」が発生しているのか？
その量は？どのように処理されているのか？

3Ｒ

●焼却・埋め立てなどの処理量を減らすことにより、
　CO2排出量を削減
●環境問題に取り組む、リサイクルなどを促進することで
 　企業イメージがアップ
●設備や事務用品などを見直すことで、
　経費削減や効率化を図ることができ、
　またそれを促進することで社員の意識改革も促される

メリット

事業者におけるごみの減量は、
製造・販売者などの側面と排出者の側面の2つがあります。
３Rはその両面から取り組むと大きな効果につながります。

ごみを減らすための3つの行動理念（３R）

４つのプロセスを実施することでごみを減量することができます。

ごみ減量を実践するためのフローチャート

●P9～10にある廃棄物の区分を確認し、どの
区分の廃棄物が事業所から排出されるかを確
認する。
●それぞれの区分の廃棄物が、週単位や月単位
でどのくらい出ているのか記録する。

1 現状把握

現状を踏まえた、ごみ減量の目標とその方法、
処理方法の確認をする。

●一般廃棄物と産業廃棄物の処理方法を確認する。
●現状把握で確認した廃棄物はどのようにすると減
らすことができるか、資源化も含めて検討する。
●減量目標を決める。すぐ取り組むことができるも
のと、年間計画を立てるなど長期的に実施するも
のと分けて計画する。

2 計画

ごみの種類や量の把握、減量効果や
取り組み状況の確認・点検と改善策の検討をする。

●定期的に現状把握を行い、実施した減量策により、
どのくらい減量や資源化できているかを確認する。
●計画と比べて進み具合を確認する。計画より減量
などが遅れている場合は、方法の見直しや事業内
で再度周知するなどを行う。
●計画当初にはなかった種類の廃棄物の発生の有無
など計画の見直しを行い、実態に合わせ修正する。

4 点検・見直し

減量の実施（分別の徹底など）、適正処理の実施

●いま一度「一般廃棄物」「産業廃棄物」の分別が
徹底されているかを確認する。
●資源にできるものを分別し、資源化する。
●計画した減量対策を実施する。
●対策の推進責任者などを決め、組織として取り
組む。
●処理について、それぞれ許可業者などと契約を
行う。

3 実行

毎月の排出量を
把握するのは
とても重要です！！

●廃棄物処理費の削減事例

●廃棄物の分別による資源化の事例

●発生抑制の事例

防塵キャップのリユースで28％費用削減

製品の防塵キャップの一部を洗浄しリユースしま
した。

1,872千円／年

全量購入時

1,344千円／年

購入費 ： 528千円 ＋
洗浄費 ： 816千円 ＝

198千円／年

産業廃棄物処理費

＋6千円／年

売却価格

回収後、汚れを洗浄

食品残さをたい肥化し83％費用削減

焼却処分していたコーヒー豆の皮30トン／年を、
たい肥化しリサイクルしました。

900千円／年

産業焼却処分費

150千円／年

たい肥化

たい肥

梱包材の分別で有価化

産業廃棄物として処理していた梱包材を1カ所に
集めた後、手作業でラップ、ビニール袋、PPバンド、
ビニール紐に分別し資源として売却できるように
なりました。

消耗品のリユースで発生抑制

①作業で使用する軍手、手袋、ウェスを使用後に回
収し、洗浄してリユースしています。
②軍手のリースを利用し、リース業者が洗濯しリユー
スしています。破損したものは繊維としてリサイク
ルしています。

ラップ ビニール袋

ビニール紐ＰＰバンド

廃油の分別で有価化

機械プレスの工程A、Bの廃油をこれまで一緒に保管
し処理していました。
工程Aは潤滑油として使用し不純物が混ざらないた
め、保管場所を分けることで売却できるようになりま
した。

170千円／年

産業廃棄物処理費

＋72千円／年

売却価格

廃棄物を適正に分別することで、処理費を削減したり資源として有価売却することができます。
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用語集

用語 解説

循環型社会形成推進促進法

3Ｒ

産業廃棄物処理業者

産業廃棄物処理施設

産業廃棄物処理責任者

収集運搬

再生利用

産業廃棄物

産業廃棄物管理票
（マニフェスト）

委託契約

委託処理

一般廃棄物

廃棄物の処理を他人に委託する事業者が廃棄物処理法に規定されている委託基準に従って
処理業者との間で処理契約を締結すること。

事業者が排出した産業廃棄物の処理を他人に委託して行うこと。

廃棄物処理法で規定された産業廃棄物以外の廃棄物。

排出事業者が収集・運搬業者または処分業者に委託した産業廃棄物処理の流れを自ら把握
し、不法投棄の防止など、適正な処理を確保することを目的とする。

不要物を加工して、再び利用できる有用物とすること。

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物処理法で規定された20種類。

都道府県、政令市の許可を受け、産業廃棄物の収集運搬または処分を業として行う者。

産業廃棄物の脱水、焼却、中和、分解、破砕などを行う中間処理施設や最終処分場のこと。

産業廃棄物の処理施設が設置されている事業場における処理業務を適正に行う責任を有す
る者。

事業所から排出された産業廃棄物を、その性状を変えることなく中間処理施設や最終処分場
などへ運ぶこと。

「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却し、環境への負荷が少ない「循環型社
会」の形成推進を目的とした基本的な枠組みとなる法律。

リデュース(Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル（Recycle）のこと。リデュースとは、物を
大切に使ってごみを出さないようにすること（発生・排出抑制）。リユースとは、使えるものを繰
り返し使うこと（再使用）。リサイクルとは、きちんと分別をして廃棄物を資源として再び利用す
ること（再生利用）。

広域認定制度
製品の製造事業者などが、廃棄物となった自社の製品をユーザーから回収してリサイクルする
ことを目的とした制度で環境大臣が認定。
特例として、広域認定を受けた事業者は収集運搬業の許可が不要。

●あ～さ

【あ】

【か】

【さ】

用語 解説

特別管理産業廃棄物

特別管理産業廃棄物
管理責任者

産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他人の健康または生活環境に係る被害を生ずる
おそれのある性状を有するもの。

特別管理産業廃棄物の排出事業者に設置が義務付けられている、特別管理産業廃棄物の処
理に関する業務を適切に行うために置かれる責任者のこと。

廃石綿等
建築物その他の工作物から除去した吹付け石綿、含有保温材およびその除去工事から排出さ
れるプラスチックシートなどで石綿が付着し、飛散するおそれのあるもの。特別管理産業廃棄
物に規定される。

電子マニフェスト インターネットなどを利用して、電子情報化したマニフェスト情報を排出事業者、収集・運搬業
者、処分業者の３者間で情報処理センターを介してやり取りする電子版マニフェスト。

PCB廃棄物
PCBを含む油またはPCBが塗布され、染み込み付着した物が廃棄物となったもの。特別管理
産業廃棄物に規定される。

廃棄物 不要になり廃棄の対象となった物および既に廃棄された無価物のこと。

廃棄物データシート（WDS) 廃棄物を適切に処理するために処理業者へ廃棄物に関する情報を提供するシート。

排出事業者 廃棄物を排出する事業者。

優良産廃処理業者認定制度 通常の許可基準よりも厳しい基準をクリアした優良な産業廃棄物処理業者を、都道府県・政令
市が審査して認定する制度。

●た～や

【た】

【は】

【や】

質問・相談 問合せ先

産業廃棄物全般、
処理業許認可など

一般廃棄物の処理に
関すること

豊田市 環境部 廃棄物対策課
〒471-8501 豊田市西町3-60 豊田市役所環境センター3階
TEL ： 0565-34-6710

豊田市 環境部 ごみ減量推進課
〒470-1202 豊田市渡刈町大明神39-3
TEL ： 0565-71-3001

産業廃棄物管理票
（紙マニフェスト）について

（一社）愛知県 産業廃棄物協会
〒460-0022 名古屋市中区金山2-10-9 第8フクマルビル5階
TEL ： 052-332-0346

（公財）日本産業廃棄物処理振興センター・情報処理センター
〒102-0084 東京都千代田区二番町3番地 麹町スクエア7階
TEL ： 0800-800-9023 （サポートセンター・通話料無料）

産業廃棄物管理票
（電子マニフェスト）について

●質問・相談のための窓口 分からないことがあったら気軽に相談を！
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